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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法適用会社１社において転換社債を発行しておりますが、第181期中間連結会計期間の潜在株式調整 

  後１株当たり中間純利益は、中間純損失が計上されている為、記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数であります。 

第一部 【企業情報】

回次 第179期中 第180期中 第181期中 第179期 第180期

会計期間

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
 ４月１日

至 平成15年
 ９月30日

自 平成16年
 ４月１日

至 平成16年
 ９月30日

自 平成14年
 ４月１日

至 平成15年
 ３月31日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成16年
  ３月31日

売上高 (百万円) 253,763 266,290 268,584 524,763 539,506

経常利益 (百万円) 14,238 29,756 28,288 33,839 51,036

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(百万円) 10,075 26,258 △6,115 17,947 43,541

純資産額 (百万円) 206,019 242,558 253,635 214,471 259,731

総資産額 (百万円) 523,866 536,376 524,656 512,716 508,731

１株当たり純資産額 (円) 999.26 1,176.57 1,230.33 1,040.06 1,259.28

１株当たり中間(当期)
純利益又は
中間純損失(△)

(円) 48.86 127.38 △29.66 86.65 210.63

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 44.24 117.52 ― 77.32 196.01

自己資本比率 (％) 39.3 45.2 48.3 41.8 51.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △300 10,687 7,823 33,052 58,349

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,441 △8,846 △10,203 △21,645 △18,775

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,402 △1,608 12,638 △8,582 △50,141

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 39,825 42,808 42,019 42,976 31,245

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
18,669
(5,596)

19,060
(5,700)

18,822
(5,851)

18,547
(5,016)

18,842
(5,061)
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第181期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、中間純損失が計上されており、また 

  潜在株式が存在しない為、記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数であります。 

  

回次 第179期中 第180期中 第181期中 第179期 第180期

会計期間

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
 ４月１日

至 平成15年
 ９月30日

自 平成16年
 ４月１日

至 平成16年
 ９月30日

自 平成14年
 ４月１日

至 平成15年
 ３月31日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成16年
  ３月31日

売上高 (百万円) 172,098 179,907 187,605 334,078 345,354

経常利益 (百万円) 10,998 19,763 22,574 22,218 28,118

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(百万円) 7,669 19,288 △13,617 7,706 25,579

資本金 (百万円) 28,533 28,533 28,534 28,533 28,534

発行済株式総数 (株) 206,523,263 206,523,263 206,524,626 206,523,263 206,524,626

純資産額 (百万円) 148,282 169,342 161,984 146,394 179,982

総資産額 (百万円) 291,774 356,379 324,895 347,499 337,029

１株当たり純資産額 (円) 718.43 820.65 785.03 709.03 871.65

１株当たり中間(当期)
純利益又は
中間純損失(△)

(円) 37.15 93.47 △65.99 36.95 123.38

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 35.89 89.35 ― 36.33 118.36

１株当たり中間
(年間)配当額

(円) 5 5 7.5 10 15

自己資本比率 (％) 50.8 47.5 49.9 42.1 53.4

従業員数 (名) 6,239 6,074 5,921 6,109 5,920
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更事項はありませ

ん。 

なお、レクリェーション事業における㈱キロロ開発公社は、平成16年７月１日付で当社が吸収合併し、

解散いたしました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当社の特定子会社であった㈱キロロ開発公社は、平成16年７月１日付で当社が吸収合併し、解散いたし

ました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成16年９月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成16年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

楽器 12,461 (4,411)

ＡＶ・ＩＴ 2,941 (  561)

リビング 967 (  283)

電子機器・電子金属 984 (   44)

レクリェーション 646 (  491)

その他 823 (   61)

合計 18,822 (5,851)

従業員数(名) 5,921
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費の緩やかな回復、好調な輸出・生産の拡大を背

景とした民間設備投資の増加などにより、堅調に推移しました。また、海外の経済情勢に目を向けます

と、米国やアジアで景気拡大が続いたほか、欧州でも景気回復が見られました。しかしながら、当中間

連結会計期間後半には、原油価格高騰による世界経済への悪影響懸念や、中国の景気過熱の抑制措置へ

の警戒などにより、不透明感が広がりました。 

このような状況の中で当社は、中期経営計画「ＹＳＤ５０」の初年度に当たり、安定的高収益体質の

構築をはじめとする経営課題に積極的に取り組んでまいりました。 

販売状況につきましては、楽器事業が微増となったほか、ＡＶ・ＩＴ事業、電子機器・電子金属事業

が売上げを伸ばしましたが、リビング事業、レクリェーション事業、その他の事業では売上げ減少とな

りました。 

以上により、当中間連結会計期間の売上高は2,685億84百万円（前年同期比0.9％増加）となりまし

た。このうち、国内売上高は1,637億78百万円（前年同期比1.2％増加）、海外売上高は1,048億５百万

円（前年同期比0.3％増加）となりました。 

損益につきましては、営業利益242億円（前年同期比8.4％減少）、経常利益282億88百万円（前年同

期比4.9％減少）となりましたが、固定資産の減損に係る会計基準を早期適用したことから61億15百万

円の中間純損失（前年同期は中間純利益262億58百万円）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次の通りです。 

  

（楽器事業） 

楽器は、北米市場で売上げ減少となりましたが、国内市場と中国市場が伸長したことから、全体とし

ては売上げ増加となりました。 

ピアノは、北米市場の不振、国内市場の総需要減少傾向により売上げ減少となりました。電子楽器

は、国内市場で新型エレクトーン「ステージア」が好評を博したことから、売上げ増加となりました。

また、管・弦・打楽器は前年並みとなりました。 

教室収入は、音楽教室では幼児・児童生徒数に下げ止まり感がでてきたことに加え、大人の音楽教室

が順調に拡大しました。英語教室は、前年並みとなりました。 

着信メロディー配信サービスは、海外市場が伸長し売上げは微増となりました。 

以上により、当事業の売上高は1,511億65百万円（前年同期比1.4％増加）、営業利益は98億95百万円

（前年同期比2.1％増加）となりました。 

  

（ＡＶ・ＩＴ事業） 

オーディオは、欧米市場でＡＶレシーバーとホームシアターのシステム商品が好調に推移し、売上げ

増加となりました。情報通信機器も、企業向けルーターが大幅に売上げを伸ばしました。 

以上により、当事業の売上高は368億18百万円（前年同期比8.3％増加）、営業利益は24億36百万円

（前年同期比70.5％増加）となりました。 

  

（リビング事業） 

主力商品のシステムキッチンとシステムバスが競争の激化から伸び悩み、新商品も苦戦したことから

売上げ減少となりました。 

以上により、当事業の売上高は212億14百万円（前年同期比8.5％減少）、営業損失は１億15百万円

（前年同期は営業利益11億５百万円）となりました。 
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（電子機器・電子金属事業） 

半導体は、携帯電話用音源ＬＳＩがアジア市場向けを中心に売上げ増加となりましたが、損益につき

ましては利益率の低下により減益となりました。電子金属事業は、ＩＴ機器、デジタル家電商品の好調

に支えられ売上げを伸ばしました。 

以上により、当事業の売上高は383億79百万円（前年同期比5.5％増加）、営業利益は131億92百万円

（前年同期比6.8％減少）となりました。 

  

（レクリェーション事業） 

国内旅行市場の厳しい市況の中で、猛暑や台風による集客減少により、売上げ減少となりました。な

お、経営効率を高めるため、本年７月１日に当社の子会社である㈱キロロ開発公社を吸収合併いたしま

した。 

以上により、当事業の売上高は94億13百万円（前年同期比8.6％減少）、営業損失は11億54百万円

（前年同期は営業損失４億64百万円）となりました。 

  

（その他の事業） 

ゴルフ事業は、国内は引き続き好調に推移したものの、輸出減少により前年並みとなりました。金

型・部品事業は、携帯電話用マグネシウム部品が携帯電話の在庫調整による受注減により、売上げ減少

となりました。また、自動車用内装部品事業は、売上げ減少となりました。 

以上により、当事業の売上高は115億92百万円（前年同期比12.9％減少）、営業損失は54百万円（前

年同期は営業利益４億93百万円）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績を示すと、次の通りです。 

  

日本は、売上高1,715億30百万円（前年同期比1.4％増加）、営業利益は232億75百万円（前年同期比

8.2％増加）、北米は、売上高392億12百万円（前年同期比3.2％減少）、営業利益は19億99百万円（前

年同期比1.2％減少）、欧州は、売上高388億94百万円（前年同期比2.0％増加）、営業利益は22億32百

万円（前年同期比2.6％減少）、アジア・オセアニア・その他の地域は、売上高189億47百万円（前年同

期比2.4％増加）、営業利益は27億96百万円（前年同期比7.1％増加）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

  

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、111億12百万円増加

（前中間連結会計期間は６億３百万円減少）し、当中間連結会計期間末残高は420億19百万円となりま

した。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前中間純損失が42億81百万円（前中間連結会計期間は中間純利益287億19百万円）となり

ましたが、減損損失325億49百万円が含まれており、営業活動の結果得られた資金は78億23百万円（前

中間連結会計期間に得られた資金は106億87百万円）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

設備投資の実施等により、投資活動の結果使用した資金は102億３百万円（前中間連結会計期間に使

用した資金は88億46百万円）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

主に短期借入金の借入により、財務活動によって得られた資金は126億38百万円（前中間連結会計期

間に使用した資金は16億８百万円）となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りでありま

す。 
  

 
(注) １ 金額は平均販売価格によっており、セグメント間の内部振替後の数値によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは、製品の性質上、原則として見込生産を行っております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りでありま

す。 
  

 
(注) １ 金額は外部顧客に対する売上高であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

楽器 110,565 111.1

ＡＶ・ＩＴ 37,608 122.2

リビング 19,516 91.1

電子機器・電子金属 41,424 105.5

その他 10,345 85.9

合計 219,459 108.1

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

楽器 151,165 101.4

ＡＶ・ＩＴ 36,818 108.3

リビング 21,214 91.5

電子機器・電子金属 38,379 105.5

レクリェーション 9,413 91.4

その他 11,592 87.1

合計 268,584 100.9
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループでは、コアコンピタンスである「音」を中心に、グループの総合力を活かした独創的な

新商品・新規事業創出に向けた研究開発活動を進めており、様々な場面での新たな音楽の楽しみ方を提

案するため、音源、通信・ネットワーク、ＤＳＰ、デバイス等の要素技術やその応用に関する研究開発

に取り組んでおります。 

当社グループの研究開発体制は、楽器事業、ＡＶ・ＩＴ事業、電子機器事業は当社、電子金属事業は

ヤマハメタニクス㈱、リビング事業はヤマハリビングテック㈱、その他の事業は当社及びヤマハファイ

ンテック㈱の技術開発部門が主となって構成しております。 

当中間連結会計期間における主な成果を事業の種類別セグメントで示すと次の通りであります。 

尚、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は112億83百万円であります。 

  

１ 楽器事業 

楽器関連では、世界初のインターネットダイレクトコネクション機能により電子ピアノの新しい楽し

み方を提案するクラビノーバ「ＣＶＰ」シリーズをはじめ、ハンマー位置情報を連続検出する新開発の

グレースケールシャッターにより記録再生機能をさらに高精度化させた「サイレントアンサンブルピア

ノTM・プロフェッショナルモデルＸＰ特注」、３次元ＣＡＤ技術を用いて曲面加工を最適化しボディ共

振による弾き込み加速効果を加えたバイオリン「Ａｒｔｉｄａ ＹＶＮ１００／２００」などを開発し

商品化しました。 

コンテンツ配信関連では、ヤマハならではのピアノ資産を活かし実際のピアノ演奏音を高音質の着う

た®フォーマットで提供する「ピアノハーツ（着ピアノ）」の配信サービスなどを展開しております。 

また、音楽・メディア制作ソフトウェアとハードウェアの有機的融合を実現するシステムを開発する

ため、独スタインバーグ社との共同開発プロジェクト、ＳＴＵＤＩＯ ＣＯＮＮＥＣＴＩＯＮＳを推進

しております。 

研究開発費は55億97百万円であります。 

  

２ ＡＶ・ＩＴ事業 

ＡＶ機器関連では、新開発のＡ－ＹＳＴⅡやリニアポートを搭載しクリアでスピード感のある重低音

を実現したサブウーファー「ＹＳＴ－ＳＷ５１５」をはじめ、業界最薄55ｍｍで5.1ｃｈ最大出力500Ｗ

を実現したＡＶアンプ「ＲＸ－ＳＬ８０」、新開発の高音質ディスクリート５ｃｈデジタルアンプを搭

載したＤＶＤホームシアターシステム「ＤＶＸ－Ｓ１５０」などを開発し商品化しました。また、米国

の高級スピーカーメーカー、クリプシュ・オーディオ・テクノロジーズ社との業務提携により、スピー

カー及びホームシアタービジネスなどＡＶ・ＩＴ事業の拡大を目指し共同商品開発を進めております。

情報通信機器関連では、企業ネットワーク（ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット）の専用線から光回線

への移行に対応したイーサアクセスＶＰＮルーター「ＲＴＸ１５００」などを開発し商品化しました。

研究開発費は24億78百万円であります。 

  

３ リビング事業 

システムバス関連では、シンプルなデザインとコストパフォーマンスに優れた普及価格帯モデル「Ａ

Ｘ」シリーズを新たに開発し商品化しました。 

システムキッチン関連では、人造大理石のマーブルシンクをはじめＴ９０カウンター、Ｃ（サイクロ

ン）フードⅡ、サラットカーゴ、キッチンサウンドシステムなどの各種新機能を盛り込んだ中高級価格

帯ＮＥＷ「ドルチェ」を開発し発表しました。 
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研究開発費は６億43百万円であります。 

  

４ 電子機器・電子金属事業 

電子機器関連では、スピーカー直接接続による新方式ピュアパルスダイレクトスピーカードライブ回

路を搭載しＬＣフィルターレスによる省スペース化と音質低下の排除を達成した、クラス最高水準の高

音質特性を実現する新デジタルアンプＩＣ「ＹＤＡ１３８」を開発し商品化しました。 

電子金属関連では、銅合金と銅系コネクター材の開発を進めております。 

研究開発費は20億56百万円であります。 

  

５ その他の事業 

ゴルフ用品では、好評の「ｉｎｐｒｅｓ」シリーズのラインナップを拡充し、反発係数0.88を超える

超高反発ヘッドを実現したドライバーをはじめとするベテラン向け「ｉｎｐｒｅｓ ＧＲＸ」などを開

発し商品化しました。 

ＦＡ機器関連では、高密度・両面基板の効率的で正確な検査を可能にするステップ・アンド・リピー

ト方式を採用した導通絶縁検査装置「Ｍ４０２」などを開発し商品化しました。 

研究開発費は５億７百万円であります。 

  

当社グループの当中間連結会計期間末における日本の特許及び実用新案の合計所有数は4,206件であ

ります。 

 

(注) 「着うた」は、㈱ソニー・ミュージックエンタテインメントの登録商標です。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次の通りであります。 

当会社が発行する株式の総数は、７億株とする。 

但し、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 700,000,000

計 700,000,000

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)

(平成16年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成16年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 206,524,626 206,524,626 東京証券取引所(市場第一部) ―

計 206,524,626 206,524,626 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成16年９月30日 ― 206,524,626 ― 28,534 ― 40,054
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(4) 【大株主の状況】 

(平成16年９月30日現在) 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次の通りであります。 

 
２ 株式会社みずほコーポレート銀行は、上記以外に当社株式850千株をみずほ信託銀行株式会社へ信託財産と 

して委託しております。信託契約書上、議決権の行使は株式会社みずほコーポレート銀行が指図権を留保 

しております。 

３ みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託の所有株式数8,779千株のうち、

8,288千株について、委託者である株式会社みずほ銀行が議決権の指図権を留保しております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 19,849 9.61

日本トラステイ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 13,450 6.51

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 8,918 4.32

みずほ信託退職給付信託 
みずほ銀行口再信託受託者 
資産管理サービス信託

東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟

8,779 4.25

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市呉服町一丁目10番地 8,349 4.04

住友生命保険相互会社 
(常任代理人 日本トラステイ 
・サービス信託銀行株式会社)

大阪府大阪市中央区城見一丁目４番35号
(東京都中央区晴海一丁目８番11号)

7,300 3.53

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
日本生命証券管理部内

6,838 3.31

株式会社みずほコーポレート
銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟)

5,775 2.80

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 5,202 2.52

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関一丁目４番１号 3,382 1.64

計 ― 87,847 42.54

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社(信託口)
19,849千株

日本トラステイ・サービス 

信託銀行株式会社(信託口)
13,450千株

みずほ信託退職給付信託 
みずほ銀行口再信託受託者 
資産管理サービス信託

8,779千株
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４ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、平成16年４月13日付で提出された大 

量保有報告書により同社及び共同保有者(計９名)が次の通り株式を保有している旨の報告を受けておりま 

すが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況に 

は含めておりません。 

 
５ 野村證券株式会社から、平成16年９月15日付で提出された大量保有報告書により同社及び共同保有者(計 

５名)が次の通り株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点に 

おける所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

大量保有者 
(共同保有)

住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ信託銀行 
株式会社

〒150-8402 
東京都渋谷区広尾１丁目１番39号

2,187 1.06

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ株式会社

〒150-8402 
東京都渋谷区広尾１丁目１番39号

1,994 0.97

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ投信株式会社

〒150-8402 
東京都渋谷区広尾１丁目１番39号

943 0.46

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ、エヌ・エイ

〒94105 
アメリカ合衆国 カリフォルニア州 
サンフランシスコ市 
フリーモント・ストリート45

3,161 1.53

バークレイズ・グローバル・
ファンド・アドバイザーズ

〒94105 
アメリカ合衆国 カリフォルニア州 
サンフランシスコ市 
フリーモント・ストリート45

652 0.32

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ・オーストラ 
リア・リミテッド

〒2000 
オーストラリア ニュー・サウス・ 
ウェールズ州 シドニー 
ハーリントン・ストリート111

134 0.07

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ・リミテッド

〒ＥＣ３Ｎ ４ＨＨ
英国 ロンドン市 
ロイヤル・ミント・コート１

1,036 0.50

バークレイズ・ライフ・ 
アシュアランス・カンパニー・
リミテッド

〒ＥＣ３Ｐ ３ＡＨ
英国 ロンドン市 
ロンバード・ストリート54

19 0.01

バークレイズ・キャピタル・
セキュリティーズ・リミテッド

〒ＥＣ３Ｐ ３ＡＨ
英国 ロンドン市 
ロンバード・ストリート54

1,064 0.52

計 ― 11,192 5.42

大量保有者 
(共同保有)

住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 251 0.12

ＮＯＭＵＲＡ 
ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 
ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ，
Ｉｎｃ.

2 World Financial Center, Building B
New York, N.Y. 10281-1198

10 0.00

ＮＯＭＵＲＡ ＨＯＬＤＩＮＧ 
ＡＭＥＲＩＣＡ Ｉｎｃ.

2 World Financial Center, Building B
New York, N.Y. 10281-1198

20 0.01

野村アセットマネジメント 
株式会社

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 14,699 7.12

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 40 0.02

計 ― 15,021 7.27
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６ モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッドから、平成16年10月15日付で提出された大量保有報告書に 

より同社及び共同保有者(計11名)が次の通り株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし 

て当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりま 

せん。 

 
  

大量保有者 
(共同保有)

住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

モルガン・スタンレー・ 
ジャパン・リミテッド

ケイマン諸島、グランドケイマン、
ジョージタウン、サウスチャーチ・ 
ストリート、 
ユグランドハウス私書箱309号

1,567 0.76

モルガン・スタンレー・ 
アンド・カンパニー・ 
インコーポレーテッド

1585 Broadway, New York, NY 10036 141 0.07

モルガン・スタンレー・ 
アンド・カンパニー・ 
インターナショナル・ 
リミテッド

25 Cabot Square Canary Wharf
London E14 4QA U.K.

4,807 2.33

エムエスディーダブリュ・ 
エクイティー・ファイナンス・ 
サービセズⅠ(ケイマン)・ 
リミテッド

c/o M&C Corporate Services Limited
P.O. Box 309GT Ugland House, 
South Church Street George Town, 
Grand Cayman

540 0.26

モルガン・スタンレー・ 
キャピタル(ルクセンブルグ) 
エス・エー

38-40 rue Sainte Zithe L-2763
Luxembourg

296 0.14

エムエスディーダブリュ・ 
エクイティー・ 
ファイナンシング・ 
サービセズ(ルクス)エス・ 
アー・エール・エル

38-40 rue Sainte Zithe L-2763
Luxembourg

1,696 0.82

モルガン・スタンレー・ 
インベストメント・ 
マネジメント・リミテッド

25 Cabot Square Canary Wharf
London E14 4QA U.K.

3,194 1.55

モルガン・スタンレー・ 
アセット・マネジメント 
投信株式会社

〒150-6009 
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー

1,449 0.70

モルガン・スタンレー・ 
インベストメント・ 
マネジメント・インク

1221 Avenue of the Americas,
New York, NY 10020, USA

1,380 0.67

モルガン・スタンレー・ 
インベストメント・ 
アドバイザーズ・インク

1221 Avenue of the Americas,
New York, NY 10020, USA

227 0.11

ヴァン・カンペン・アセット・
マネジメント

1221 Avenue of the Americas,
New York, NY 10020, USA

3 0.00

計 ― 15,305 7.41
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成16年９月30日現在) 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」には証券保管振替機構名義の株式1,200株(議決権12個)が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成16年９月30日現在) 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記の株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  183,400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

206,056,400
2,060,564 ―

単元未満株式
普通株式

284,826
― ―

発行済株式総数 206,524,626 ― ―

総株主の議決権 ― 2,060,564 ―

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ヤマハ株式会社

静岡県浜松市中沢町
10番１号

183,400 ― 183,400 0.09

計 ― 183,400 ― 183,400 0.09

月別 平成16年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,200 2,020 1,843 1,819 1,681 1,746

最低(円) 1,895 1,605 1,650 1,600 1,496 1,600
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  尚、前中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  尚、前中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等

規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてお

ります。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成15年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※２ 44,248 42,521 32,053

２ 受取手形及び売掛金 91,034 88,057 81,114

３ 有価証券 ※２ 850 1,250 1,150

４ 棚卸資産 86,493 89,407 72,146

５ 繰延税金資産 11,061 17,361 12,291

６ その他 ※５ 5,549 6,075 5,337

７ 貸倒引当金 △2,421 △2,226 △2,389

流動資産合計 236,815 44.2 242,447 46.2 201,704 39.6

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産
※1,
2

１ 建物及び構築物 66,371 44,571 66,524

２ 機械装置及び運搬具 21,015 22,240 20,591

３ 工具器具備品 12,093 13,424 13,211

４ 土地 76,776 64,288 75,362

５ 建設仮勘定 2,317 178,574 1,639 146,164 2,978 178,667

(2) 無形固定資産 1,081 1,068 944

(3) 投資その他の資産

１ 投資有価証券 ※２ 91,173 103,599 101,017

２ 繰延税金資産 21,029 22,427 17,379

３ その他 8,991 10,170 10,102

４ 貸倒引当金 △1,290 119,904 △1,220 134,977 △1,083 127,415

固定資産合計 299,560 55.8 282,209 53.8 307,026 60.4

資産合計 536,376 100.0 524,656 100.0 508,731 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成15年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 42,524 47,088 39,947

２ 短期借入金 34,150 35,302 16,711

３ 一年以内償還の転換社債 24,317 ― ―

４ 一年以内返済の長期借入金 4,333 26,612 7,388

５ 未払費用及び未払金 37,379 39,575 45,888

６ 未払法人税等 ― 9,704 2,492

７ 諸引当金 3,026 3,687 3,065

８ その他 ※５ 11,352 7,229 8,101

流動負債合計 157,083 29.3 169,200 32.3 123,596 24.3

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 28,134 3,746 24,772

２ 再評価に係る繰延税金負債 13,568 14,353 13,569

３ 退職給付引当金 52,456 47,433 50,012

４ 役員退職慰労引当金 877 890 939

５ 長期預り金 36,137 29,581 30,799

６ その他 1,812 1,839 1,798

固定負債合計 132,987 24.8 97,845 18.6 121,891 23.9

負債合計 290,071 54.1 267,046 50.9 245,488 48.2

(少数株主持分)

少数株主持分 3,746 0.7 3,974 0.8 3,511 0.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 28,533 5.3 28,534 5.4 28,534 5.6

Ⅱ 資本剰余金 40,052 7.5 40,054 7.6 40,054 7.9

Ⅲ 利益剰余金 187,983 35.0 188,658 36.0 203,485 40.0

Ⅳ 土地再評価差額金 15,417 2.9 22,088 4.2 15,866 3.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金 5,473 1.0 8,806 1.7 10,979 2.2

Ⅵ 為替換算調整勘定 △34,660 △6.5 △34,244 △6.5 △38,937 △7.7

Ⅶ 自己株式 △242 △0.0 △262 △0.1 △252 △0.0

資本合計 242,558 45.2 253,635 48.3 259,731 51.1

負債、少数株主持分及び
資本合計

536,376 100.0 524,656 100.0 508,731 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 266,290 100.0 268,584 100.0 539,506 100.0

Ⅱ 売上原価 164,416 61.7 165,747 61.7 338,057 62.7

売上総利益 101,873 38.3 102,837 38.3 201,449 37.3

延払未実現利益 95 130 244

合計売上総利益 101,969 38.3 102,968 38.3 201,693 37.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 販売手数料 1,188 1,243 2,470

２ 運送費 6,510 6,862 13,266

３ 広告費及び販売促進費 10,222 11,727 22,424

４ 諸引当金繰入額 ※１ 5,123 4,667 9,726

５ 人件費 31,005 31,483 63,352

６ 地代家賃 1,746 1,846 3,430

７ 減価償却費 2,398 2,638 4,762

８ その他 17,355 75,552 28.4 18,298 78,767 29.3 37,201 156,637 29.0

営業利益 26,416 9.9 24,200 9.0 45,056 8.4

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 150 158 281

２ 受取配当金 212 333 257

３ 持分法による投資利益 5,257 5,603 10,447

４ その他 936 6,557 2.5 863 6,959 2.6 1,853 12,841 2.4

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 783 445 1,535

２ 売上割引 2,096 1,923 4,378

３ その他 338 3,217 1.2 503 2,871 1.1 948 6,861 1.3

経常利益 29,756 11.2 28,288 10.5 51,036 9.5

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※２ 78 208 123

２ 諸引当金戻入額 94 184 343

３ 投資有価証券売却益 20 198 5

４ 子会社株式売却益 ― ― 14

５ 子会社清算益 ― 193 0.1 ― 592 0.2 126 613 0.1

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産除却損 ※３ 549 605 2,420

２ 減損損失 ※４ ― 32,549 ―

３ 投資有価証券評価損 19 4 110

４ 関係会社株式評価損 67 2 393

５ 構造改革費用 ※５ 252 ― 6

６ 課徴金 ※６ 341 ― 339

７ 社会保険料の総報酬制  
  移行に伴う一時費用

― 1,230 0.5 ― 33,161 12.3 922 4,193 0.8

税金等調整前中間(当期)純
利益又は税金等調整前中間
純損失(△)

28,719 10.8 △4,281 △1.6 47,456 8.8

法人税、住民税及び事業税 2,321 9,198 4,769

法人税等調整額 △164 2,157 0.8 △7,722 1,475 0.6 △1,387 3,382 0.6

少数株主利益 303 0.1 358 0.1 532 0.1

中間(当期)純利益又は中間
純損失(△)

26,258 9.9 △6,115 △2.3 43,541 8.1
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

   
  

前中間連結会計期間

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 40,052 40,054 40,052

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 転換社債の転換 ― ― ― ― 1 1

Ⅲ 資本剰余金
  中間期末(期末)残高

40,052 40,054 40,054

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 162,344 203,485 162,344

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 26,258 ― 43,541

 ２ 連結会社増減に伴う
   増加高

545 ― 545

 ３ 持分変動に伴う増加高 109 ― ―

 ４ 持分変動に伴う
   土地再評価差額金取崩高

― 162 569

 ５ 連結子会社の決算期
   変更に伴う増加高

64 26,977 ― 162 64 44,721

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 1,031 2,063 2,063

 ２ 役員賞与金 82 121 82

 ３ 中間純損失 ― 6,115 ―

 ４ 連結会社増減に伴う
   減少高

116 36 116

 ５ 持分変動に伴う減少高 ― 192 95

 ６ 土地再評価差額金取崩高 106 6,460 1,220

 ７ 持分変動に伴う
   土地再評価差額金取崩高

0 1,337 ― 14,990 ― 3,579

Ⅳ 利益剰余金
  中間期末(期末)残高

187,983 188,658 203,485
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
  

前中間連結会計期間

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー
１ 税金等調整前中間(当期)純 
  利益又は税金等調整前中間 
  純損失(△)

28,719 △4,281 47,456

２ 減価償却費 8,702 9,505 17,522

３ 減損損失 ― 32,549 ―

４ 連結調整勘定償却額 63 38 173

５ 貸倒引当金の増減額 △197 △80 △407

６ 投資有価証券評価損 19 4 110

７ 関係会社株式評価損 67 2 393

８ 退職給付引当金の増減額 △1,579 △2,611 △3,983

９ 受取利息及び受取配当金 △363 △491 △539

10 支払利息 783 445 1,535

11 為替差損益 154 △81 217

12 持分法による投資損益 △5,257 △5,603 △10,447

13 投資有価証券売却益 △20 △198 △5

14 子会社株式売却益 ― ― △14

15 子会社清算益 ― ― △126

16 固定資産売却益 △78 △208 △123

17 固定資産除却損 549 605 2,420

18 構造改革費用 252 ― 6

19 課徴金 341 ― 339

20 売上債権の増減額 △10,284 △5,087 △698

21 棚卸資産の増減額 △7,421 △14,886 6,346

22 仕入債務の増減額 3,668 6,262 1,283

23 その他 △4,230 △6,251 2,791

小計 13,888 9,631 64,248

24 利息及び配当金の受取額 786 969 1,301

25 利息の支払額 △824 △426 △1,582

26 課徴金の支払額 △341 ― △339

27 法人税等の支払額 △2,821 △2,350 △5,278

営業活動による
キャッシュ・フロー

10,687 7,823 58,349
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前中間連結会計期間

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

１ 定期預金の増減額(純額) 101 343 697

２ 有形固定資産
の取得による支出

△9,106 △12,769 △18,721

３ 有形固定資産
の売却による収入

275 1,886 552

４ 投資有価証券
の取得による支出

△164 △111 △266

５ 投資有価証券
の売却・償還による収入

140 272 371

６ 出資金の払込による支出 △550 △21 △2,156

７ 貸付けによる支出 △20 △11 △77

８ 貸付金の回収による収入 478 208 825

９ その他 0 △1 0

投資活動による
キャッシュ・フロー

△8,846 △10,203 △18,775

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー
１ 短期借入金の
増減額 (純額)

6,612 18,032 △11,179

２ 長期借入れによる収入 300 1,323 2,651

３ 長期借入金の返済
による支出

△6,390 △3,375 △8,778

４ 転換社債の償還による支出 ― ― △24,314

５ 会員預託金の預りによる
  収入

― 7 ―

６ 会員預託金の返還による
  支出

△710 △1,224 △6,049

７ 自己株式の取得による
  支出

△12 △11 △23

８ 配当金の支払額 △1,031 △2,063 △2,063

９ 少数株主への
配当金支払額

△375 △50 △384

財務活動による
キャッシュ・フロー

△1,608 12,638 △50,141

Ⅳ 現金及び現金同等物
に係る換算差額

△836 853 △1,599

Ⅴ 現金及び現金同等物
の増減額

△603 11,112 △12,167

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高

42,976 31,245 42,976

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首残高

1,150 ― 1,150

Ⅷ 除外連結子会社の現金及び
現金同等物の期首残高

△127 △337 △127

Ⅸ 連結子会社の決算期変更に
伴う現金及び現金同等物の
増減額

△587 ― △587

Ⅹ 現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

※１ 42,808 42,019 31,245
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 90社

主要な連結子会社名

ヤマハリビングテック㈱

ヤマハメタニクス㈱

㈱キロロ開発公社

Yamaha Corporation of

America 

Yamaha Music Holding

Europe G.m.b.H.

Yamaha Music Central

Europe G.m.b.H.

P.T.Yamaha Music 

Manufacturing Asia

雅馬哈楽器音響(中国)投資有

限公司

当中間連結会計期間より、新

たに国内子会社５社と海外子

会社２社の計７社を連結の範

囲に含めております。また、

海外子会社１社を連結の範囲

から除外しております。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 86社

主要な連結子会社名

ヤマハリビングテック㈱

ヤマハメタニクス㈱

Yamaha Corporation of

America 

Yamaha Music Holding

Europe G.m.b.H.

Yamaha Music Central

Europe G.m.b.H.

P.T.Yamaha Music 

Manufacturing Asia

雅馬哈楽器音響(中国)投資有

限公司

当中間連結会計期間より、新

たに海外子会社１社を連結の

範囲に含めております。ま

た、国内子会社３社と海外子

会社１社の計４社を連結の範

囲から除外しております。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 89社

主要な連結子会社の名称は、

「第１企業の概況 ４関係会

社の状況」に記載している

為、省略しております。 

当連結会計年度より、新たに

国内子会社５社と海外子会社

２社の計７社を連結の範囲に

含めております。また、海外

子会社２社を連結の範囲から

除外しております。

(2) ヤマハライフサービス㈱他非

連結子会社はその資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余

金等を考慮した場合、全体と

しても中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりませ

ん。

(2)     同左 (2) ヤマハライフサービス㈱他非

連結子会社はその資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余

金等を考慮した場合、全体と

しても連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

２社

主要な関連会社名

ヤマハ発動機㈱

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称

ヤマハライフサービス㈱

ヤマハ・オーリンメタル㈱

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞ

れ中間連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用

から除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

同左

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称

同左

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

同左

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称

ヤマハライフサービス㈱

ヤマハ・オーリンメタル㈱

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞ

れ連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。
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前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日は、

P.T.Yamaha Indonesia、

P.T.Yamaha Music Indonesia 

(Distributor)、P.T.Yamaha 

Music Manufacturing  

Indonesia、P.T.Yamaha Music  

Manufacturing Asia、 

P.T.Yamaha Musical Products  

Indonesia、P.T.Yamaha  

Electronics Manufacturing 
Indonesia、Yamaha de Mexico,
S.A.de C.V.、Yamaha  

Electronics Manufacturing 

(M) Sdn.Bhd.、Yamaha Music

(Malaysia)  Sdn.Bhd.他３社、

天津雅馬哈電子楽器有限公司、

広州雅馬哈・珠江鋼琴有限責任

公司、蕭山雅馬哈楽器有限公

司、雅馬哈楽器音響(中国)投資

有限公司、雅馬哈電子(蘇州)有

限公司、Yamaha Music (Asia) 

Pte. Ltd.他２社を除いてすべ

て、当社と同一であります。

上記20社の中間決算日は６月30

日であり、従来は同中間決算日

現在の中間財務諸表を使用して

おりましたが、当中間連結会計

期間より中間連結決算日に正規

の決算に準ずる合理的な手続き

により決算を行っております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日は、
Yamaha de Mexico, S.A.de
C.V.、天津雅馬哈電子楽器有限
公司、広州雅馬哈・珠江鋼琴有

限責任公司、蕭山雅馬哈楽器有

限公司、雅馬哈楽器音響(中国)

投資有限公司、雅馬哈電子(蘇

州)有限公司の６社を除いてす

べて、当社と同一であります。

上記６社の中間決算日は６月30

日であり、中間連結決算日に正

規の決算に準ずる合理的な手続

きにより決算を行っておりま

す。

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

連結子会社の決算日は、
Yamaha de Mexico, S.A.de
C.V.、天津雅馬哈電子楽器有限
公司、広州雅馬哈・珠江鋼琴有

限責任公司、蕭山雅馬哈楽器有

限公司、雅馬哈楽器音響(中国)

投資有限公司、雅馬哈電子(蘇

州)有限公司の６社を除いてす

べて、当社と同一であります。

上記６社の決算日は12月31日で

あり、従来は同決算日現在の財

務諸表を使用しておりました

が、当連結会計年度より連結決

算日に正規の決算に準ずる合理

的な手続きにより決算を行って

おります。 

なお、P.T.Yamaha Music

Manufacturing Asia他12社は、

当連結会計年度より決算日を12

月31日から３月31日に変更して

おります。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

１)有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

１)有価証券

満期保有目的の債券

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

１)有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は総平均法により

算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は総平均法により算

定)

時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

２)デリバティブ

時価法

２)デリバティブ

同左

２)デリバティブ

同左

３)棚卸資産

当社及び国内連結子会社は

主として後入先出法による

低価法によっており、在外

連結子会社は主として移動

平均法による低価法によっ

ております。

３)棚卸資産

同左

３)棚卸資産

同左
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前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

１)有形固定資産

主として定率法によってお

ります。但し、当社のレク

リェーション事業に係る施

設、及び一部の連結子会社

は定額法によっておりま

す。

尚、主な耐用年数は次の通

りであります。

建物     31～50年

(附属設備は主に15年)

構築物    10～30年

機械及び装置 ４～11年

工具器具備品 ５～６年

(金型は主に２年)

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

１)有形固定資産

主として定率法によってお

ります。但し、一部の連結

子会社は定額法によってお

ります。

尚、主な耐用年数は次の通

りであります。

建物     31～50年

(附属設備は主に15年)

構築物    10～30年

機械及び装置 ４～11年

工具器具備品 ５～６年

(金型は主に２年)

(会計処理の変更)

レクリェーション事業に係

る固定資産については、従

来、定額法を採用しており

ましたが、昨今のレクリェ

ーション事業を取り巻く環

境変化、レジャーに対する

嗜好の多様化が進む中で、

当社グループのレクリェー

ション施設の経済的陳腐化

が進んだことに対応して、

定率法に変更いたしまし

た。

この変更により当中間連結

会計期間の減価償却費は

651百万円増加し、経常利

益、税金等調整前中間純利

益はそれぞれ651百万円減

少しております。

なお、セグメント情報に与

える影響については、当該

箇所に記載しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

１)有形固定資産

主として定率法によってお

ります。但し、当社のレク

リェーション事業に係る施

設、及び一部の連結子会社

は定額法によっておりま

す。

尚、主な耐用年数は次の通

りであります。

建物     31～50年

(附属設備は主に15年)

構築物    10～30年

機械及び装置 ４～11年

工具器具備品 ５～６年

(金型は主に２年)

(3) 重要な引当金の計上基準

１)貸倒引当金

営業債権等を適正に評価す

る為、一般債権については

貸倒実績率による算定額

を、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基準

１)貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

１)貸倒引当金

同左
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前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

２)退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

為、主として当連結会計年

度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理しております。

２)退職給付引当金

同左

２)退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

為、主として当連結会計年

度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理しております。

(追加情報) (追加情報)

当社及び一部の国内連結子

会社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、

平成15年11月１日付で厚生

労働大臣から将来分支給義

務免除の認可を受けまし

た。

当社及び一部の国内連結子

会社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、

平成15年11月１日付で厚生

労働大臣から将来分支給義

務免除の認可を受けまし

た。

なお、重要な後発事象に記

載のとおり、平成16年12月

1日付で厚生労働大臣から

過去分返上の認可を受けま

した。

当連結会計年度末日現在に

おいて測定された返還相当

額(最低責任準備金)は

23,512百万円であり、当該

返還相当額(最低責任準備

金)の支払が当連結会計年

度末日に行われたと仮定し

て、「退職給付会計に関す

る実務指針(中間報告)」

(日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第13号)第

44―２項を適用した場合に

生じる損益の見込額は

18,343百万円(利益)です。

３)役員退職慰労引当金

役員退職時の慰労金発生に

備えて、役員退職慰労金内

規に基づき、中間期末要支

給額を計上しております。

３)役員退職慰労引当金

同左

３)役員退職慰労引当金

役員退職時の慰労金発生に

備えて、役員退職慰労金内

規に基づき、期末要支給額

を計上しております。
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前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

尚、在外連結子会社等の資産

及び負債は、中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整

勘定に含めております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。尚、

在外連結子会社等の資産及び

負債は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘定に含

めております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

１)ヘッジ会計の方法

外貨建金銭債権債務のう

ち、為替予約を付すものに

ついては振当処理を行って

おります。また、外貨建の

予定取引の為替リスクのヘ

ッジについては繰延ヘッジ

処理を行っております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

１)ヘッジ会計の方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

１)ヘッジ会計の方法

同左

２)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

先物為替予約、外貨プッ

ト円コールオプション買

建

ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務及び

外貨建の予定取引

２)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

同左

２)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

同左

３)ヘッジ方針

各社の社内管理規程に従

い、通常の輸出入取引に伴

う為替相場の変動によるリ

スクを軽減する為に、先物

為替予約取引及び通貨オプ

ション取引について、実需

の範囲内で行うこととして

おります。

３)ヘッジ方針

同左

３)ヘッジ方針

同左

４)ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の

キャッシュ・フローの固定

化・変動の回避との相関関

係が継続的に存在すること

が明らかであることから、

ヘッジ会計適用の為のヘッ

ジの有効性の評価は不要の

為、行っておりません。

４)ヘッジの有効性評価の方法

同左

４)ヘッジの有効性評価の方法

同左
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前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左
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会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

――――― (固定資産の減損に係る会計基準)
当中間連結会計期間から「固定資産
の減損に係る会計基準」（「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平
成14年８月９日））及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第６
号）を適用しております。
この変更に伴い、減損損失32,549百
万円を計上し、減価償却費は当該変
更前に比して519百万円減少してお
ります。この結果、経常利益が519
百万円増加し、税金等調整前中間純
利益が32,029百万円減少しておりま
す。
また、減損損失累計額については、
改正後の中間連結財務諸表規則に基
づき当該各資産の金額から直接控除
しております。
なお、セグメント情報に与える影響
については、当該箇所に記載してお
ります。

―――――

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

―――――

(中間連結貸借対照表関係)
前中間連結会計期間まで流動負債の「その他」に含めて
表示していた未払法人税等 (前中間連結会計期間2,480
百万円) は、当中間連結会計期間において独立表示する
ことに変更しました。

(中間連結損益計算書関係)
前中間連結会計期間まで販売費及び一般管理費の「その
他」に含めて表示しておりました「雑給」(前中間連結
会計期間1,326百万円)については、当中間連結会計期間
より人件費に含めて表示しております。

―――――
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成15年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

前連結会計年度末
(平成16年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は225,042百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は233,053百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は227,779百万円でありま

す。

 

※２ 担保提供資産は次の通りであ

ります。

現金及び預金

のうち
30百万円

有価証券の
うち

250百万円

有形固定資産
のうち

2,599百万円

投資有価証券
のうち

1,780百万円

計 4,660百万円

   上記物件について、短期・長

期借入金2,566百万円及び特

定取引前受金3,297百万円等

の担保に供しております。

 

※２ 担保提供資産は次の通りであ

ります。

有価証券の
うち

1,100百万円

有形固定資産
のうち

1,220百万円

投資有価証券
のうち

858百万円

計 3,180百万円

   上記物件について、短期・長

期借入金1,894百万円及び特

定取引前受金2,965百万円等

の担保に供しております。

 

※２ 担保提供資産は次の通りであ

ります。

有価証券の
うち

1,100百万円

有形固定資産
のうち

2,577百万円

投資有価証券
のうち

929百万円

計 4,607百万円

   上記物件について、短期・長

期借入金2,582百万円及び特

定取引前受金3,333百万円等

の担保に供しております。

 ３ 保証債務は次の通りでありま

す。

関係会社の営業上の債務保

証他

107百万円
 

 ３ 保証債務は次の通りでありま

す。

営業上の債務保証他

315百万円
 

 ３ 保証債務は次の通りでありま

す。

営業上の債務保証他 

314百万円

 ４ 輸出受取手形割引高は1,266

百万円であります。

 ４ 輸出受取手形割引高は1,511  

百万円であります。

 ４ 輸出受取手形割引高は1,138 

百万円であります。

※５ 繰延ヘッジ利益の内訳は次の

通りであります。

繰延ヘッジ利益 597百万円

繰延ヘッジ損失 9百万円

繰延ヘッジ利益
(純額)

588百万円

※５ 繰延ヘッジ損失の内訳は次の

通りであります。

繰延ヘッジ損失 333百万円

繰延ヘッジ利益 32百万円

繰延ヘッジ損失
(純額)

301百万円

※５ 繰延ヘッジ利益の内訳は次の

通りであります。

繰延ヘッジ利益 811百万円

繰延ヘッジ損失 5百万円

繰延ヘッジ利益
(純額)

805百万円
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(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

※１ 諸引当金繰入額の主なものは

次の通りであります。

※１ 諸引当金繰入額の主なものは

次の通りであります。

※１ 諸引当金繰入額の主なものは

次の通りであります。

 

貸倒引当金
繰入額

190百万円

退職給付引当
金繰入額

4,042百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

73百万円
 

退職給付引当
金繰入額

3,207百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

65百万円

貸倒引当金
繰入額

229百万円

退職給付引当
金繰入額

7,837百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

145百万円

※２ 固定資産売却益の主なもの

は、土地の売却によるもので

あります。

※２ 固定資産売却益の主なもの

は、土地の売却によるもので

あります。

※２ 固定資産売却益の主なもの

は、土地の売却によるもので

あります。

※３ 固定資産除却損の主なもの

は、建物及び構築物の除却に

よるものであります。

※３ 固定資産除却損の主なもの

は、機械装置及び運搬具、工

具器具備品の除却によるもの

であります。

※３ 固定資産除却損の主なもの

は、土地の処分によるもので

あります。 

※４    ――――― ※４ 減損損失

(減損損失を認識した資産グループ

の概要)
(単位：百万円)

用途・場所
減損損失

種類 金額

レクリェーション 
事業資産 
「キロロ」「つま恋」
「鳥羽国際ホテル」
「合歓の郷」の４施設
北海道余市郡赤井川村
他

建物及び

構築物
22,321

土地 9,666

計 31,988

遊休不動産 
静岡県浜松市他

建物及び

構築物
39

土地 521

計 560

合計

建物及び

構築物
22,360

土地 10,188

計 32,549

※４    ―――――

(資産のグルーピングの方法)

当社グループは、事業の区分

をもとに、概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最

小の単位にて資産のグルーピ

ングを行っております。

(減損損失の認識に至った経緯)

レクリェーション事業のう

ち、営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスの施設の

資産について減損損失を認識

しました。遊休不動産は、継

続的に地価が下落している資

産について減損損失を認識し

ました。

─ 31 ─



  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

(回収可能価額の算定方法)

レクリェーション事業の回収

可能価額は、使用価値により

測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを9.4％で割り引

いて算定しております。遊休

不動産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定してお

り、価格指標は固定資産税評

価額を使用しております。

※５ 構造改革費用

   ＡＶ機器生産現地法人である

Yamaha Electronique Alsace 

S.A.の解散決定に伴う閉鎖関

連費用であります。

※５    ――――― ※５ 構造改革費用

ＡＶ機器生産現地法人である

Yamaha Electronique Alsace 

S.A.の閉鎖関連費用でありま

す。

※６ 課徴金

   ＥＵ競争法に関して欧州楽器

販売現地法人４社が支払った

制裁金であります。

※６    ――――― ※６ 課徴金

ＥＵ競争法に関して欧州楽器

販売現地法人４社が支払った

制裁金であります。

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 

現金及び
預金勘定

44,248百万円

預入期間が
３ヶ月を
超える定期
預金

△1,439百万円

現金及び
現金同等物

42,808百万円

 

現金及び
預金勘定

42,521百万円

預入期間が
３ヶ月を
超える定期
預金

△501百万円

現金及び
現金同等物

42,019百万円

現金及び
預金勘定

32,053百万円

預入期間が
３ヶ月を
超える定期
預金

△808百万円

現金及び
現金同等物

31,245百万円
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(リース取引関係) 

  

   
  

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

(借手側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(借手側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(借手側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

 

工具器具
備品

その他 合計

取得価額
相当額
(百万円)

2,592 1,324 3,916

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

1,429 870 2,299

中間期末
残高
相当額
(百万円)

1,162 454 1,616

 

工具器具
備品

その他 合計

取得価額
相当額
(百万円)

2,437 621 3,058

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

1,345 246 1,591

中間期末
残高
相当額
(百万円)

1,092 374 1,467

 

工具器具
備品

その他 合計

取得価額
相当額
(百万円)

2,593 606 3,200

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

1,413 219 1,633

期末残高
相当額
(百万円)

1,179 387 1,567

   尚、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期

末残高の割合が低い為、「支

払利子込み法」により算定し

ております。

   尚、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期

末残高の割合が低い為、「支

払利子込み法」により算定し

ております。

   尚、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の

割合が低い為、「支払利子込

み法」により算定しておりま

す。

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

 

１年以内 703百万円

１年超 913百万円

合計 1,616百万円
 

１年以内 643百万円

１年超 823百万円

合計 1,467百万円

１年以内 702百万円

１年超 864百万円

合計 1,567百万円

   尚、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未

経過リース料中間期末残高の

割合が低い為、「支払利子込

み法」により算定しておりま

す。

   尚、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未

経過リース料中間期末残高の

割合が低い為、「支払利子込

み法」により算定しておりま

す。

   尚、未経過リース料期末残高

相当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リー

ス料期末残高の割合が低い

為、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

 

 支払リース料 425百万円

 減価償却費
 相当額

425百万円

 

 支払リース料 412百万円

 減価償却費
 相当額

412百万円

 支払リース料 853百万円

減価償却費
相当額

853百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

 

１年以内 327百万円

１年超 417百万円

合計 744百万円
 

１年以内 367百万円

１年超 1,028百万円

合計 1,396百万円

１年以内 424百万円

１年超 896百万円

合計 1,321百万円
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前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

(貸手側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高

(貸手側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高

(貸手側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高

 

工具器具備品

取得価額
(百万円)

5,410

減価償却累計額
(百万円)

3,685

中間期末残高
(百万円)

1,725

 

工具器具備品

取得価額
(百万円)

6,064

減価償却累計額
(百万円)

4,223

中間期末残高
(百万円)

1,840

工具器具備品

取得価額
(百万円)

5,752

減価償却累計額
(百万円)

4,135

期末残高
(百万円)

1,616

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 927百万円

１年超 1,788百万円

合計 2,715百万円

１年以内 989百万円

１年超 1,946百万円

合計 2,936百万円

１年以内 872百万円

１年超 1,615百万円

合計 2,487百万円

   尚、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高及び見積残存

価額の残高の合計額が営業債

権の中間期末残高等に占める

割合が低い為、「受取利子込

み法」により算定しておりま

す。

   尚、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高及び見積残存

価額の残高の合計額が営業債

権の中間期末残高等に占める

割合が低い為、「受取利子込

み法」により算定しておりま

す。

   尚、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期

末残高及び見積残存価額の残

高の合計額が営業債権の期末

残高等に占める割合が低い

為、「受取利子込み法」によ

り算定しております。

 (3) 受取リース料及び減価償却費  (3) 受取リース料及び減価償却費  (3) 受取リース料及び減価償却費

 受取リース料 537百万円

 減価償却費 302百万円

 受取リース料 548百万円

 減価償却費 328百万円

 受取リース料 1,082百万円

 減価償却費 638百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

 

１年以内 1百万円

１年超 29百万円

合計 30百万円
 

１年以内 149百万円

１年超 297百万円

合計 447百万円
 

１年以内 36百万円

１年超 56百万円

合計 92百万円
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成15年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損の対象はありません。 

当該有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著 

しく下落した」と判断し、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を判定しております。 

  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

１ 国債・地方債等 260 262 1

２ 社債 920 924 4

３ その他 2,250 2,264 14

合計 3,430 3,452 21

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

１ 株式 11,937 20,702 8,764

２ その他 51 45 △5

合計 11,988 20,747 8,759

その他有価証券

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 6,982百万円
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当中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損の対象はありません。 

当該有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著 

しく下落した」と判断し、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を判定しております。 

  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

１ 国債・地方債等 260 262 2

２ 社債 589 592 2

３ その他 2,349 2,363 13

合計 3,199 3,218 18

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

１ 株式 11,938 25,924 13,986

２ その他 52 49 △2

合計 11,990 25,974 13,984

その他有価証券

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 7,101百万円
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前連結会計年度末(平成16年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損の対象はありません。 

当該有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著 

しく下落した」と判断し、時価の推移及び発行体の財政状況等の検討により回復可能性を判定しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引については、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のい

ずれにおいても、外貨建金銭債権債務に振り当てたものを除き全てヘッジ会計が適用されている為記

載しておりません。 

  

区分
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

１ 国債・地方債等 260 262 2

２ 社債 490 492 2

３ その他 2,250 2,265 14

合計 3,000 3,020 20

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

１ 株式 11,937 29,543 17,606

２ その他 51 51 0

合計 11,988 29,594 17,605

その他有価証券

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 7,050百万円
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

製品の種類・性質、販売市場等の類似性を考慮して、楽器事業、ＡＶ・ＩＴ事業、リビング事業、電子機

器・電子金属事業、レクリェーション事業及びその他の事業に区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

  

 
  

楽器
(百万円)

ＡＶ・
ＩＴ
(百万円)

リビング
(百万円)

電子機器
電子金属
(百万円)

レクリェ
ーション
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対す
る売上高

149,093 33,996 23,195 36,388 10,301 13,313 266,290 266,290

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,209 1,209 △1,209

計 149,093 33,996 23,195 37,598 10,301 13,313 267,500 △1,209 266,290

営業費用 139,402 32,567 22,090 23,436 10,766 12,819 241,083 △1,209 239,873

営業利益又は
営業損失(△)

9,690 1,428 1,105 14,161 △464 493 26,416 26,416

事業区分 主要製品

楽器
ピアノ、電子楽器、管・弦・打楽器、教育楽器、音響機器、防音室、音楽教
室、英語教室、コンテンツ配信、調律

ＡＶ・ＩＴ オーディオ、情報通信機器

リビング システムキッチン、システムバス、洗面化粧台、家具、住設部材

電子機器・電子金属 半導体、特殊合金

レクリェーション 観光施設・宿泊施設・スキー場及びスポーツ施設の経営

その他 ゴルフ用品、自動車用内装部品、ＦＡ機器、金型
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当中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

製品の種類・性質、販売市場等の類似性を考慮して、楽器事業、ＡＶ・ＩＴ事業、リビング事業、電子機

器・電子金属事業、レクリェーション事業及びその他の事業に区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

  

 
  

３ 会計処理の変更 

レクリェーション事業の営業費用（減価償却費）は、当中間連結会計期間から減損会計を適用したことに伴

い519百万円減少し、有形固定資産の減価償却方法を定額法から定率法に変更したことに伴い651百万円増加

しております。これらの変更により、営業利益は132百万円減少しております。 

楽器
(百万円)

ＡＶ・
ＩＴ
(百万円)

リビング
(百万円)

電子機器
電子金属
(百万円)

レクリェ
ーション
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対す
る売上高

151,165 36,818 21,214 38,379 9,413 11,592 268,584 268,584

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,377 1,377 △1,377

計 151,165 36,818 21,214 39,757 9,413 11,592 269,962 △1,377 268,584

営業費用 141,270 34,381 21,330 26,565 10,567 11,647 245,761 △1,377 244,384

営業利益又は
営業損失(△)

9,895 2,436 △115 13,192 △1,154 △54 24,200 24,200

事業区分 主要製品

楽器
ピアノ、電子楽器、管・弦・打楽器、教育楽器、音響機器、防音室、音楽教
室、英語教室、コンテンツ配信、調律

ＡＶ・ＩＴ オーディオ、情報通信機器

リビング システムキッチン、システムバス、洗面化粧台、家具、住設部材

電子機器・電子金属 半導体、特殊合金

レクリェーション 観光施設・宿泊施設・スキー場及びスポーツ施設の経営

その他 ゴルフ用品、自動車用内装部品、ＦＡ機器、金型・部品
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前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

製品の種類・性質、販売市場等の類似性を考慮して、楽器事業、ＡＶ・ＩＴ事業、リビング事業、電子機

器・電子金属事業、レクリェーション事業及びその他の事業に区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

  

 
  

楽器
(百万円)

ＡＶ・
ＩＴ
(百万円)

リビング
(百万円)

電子機器
電子金属
(百万円)

レクリェ
ーション
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対す
る売上高

293,430 78,257 44,765 76,892 20,100 26,061 539,506 539,506

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,131 2,131 △2,131

計 293,430 78,257 44,765 79,023 20,100 26,061 541,638 △2,131 539,506

営業費用 282,950 73,839 43,303 49,005 21,211 26,272 496,581 △2,131 494,450

営業利益又は
営業損失(△)

10,480 4,418 1,462 30,018 △1,110 △211 45,056 45,056

事業区分 主要製品

楽器
ピアノ、電子楽器、管・弦・打楽器、教育楽器、音響機器、防音室、音楽教
室、英語教室、コンテンツ配信、調律

ＡＶ・ＩＴ オーディオ、情報通信機器

リビング システムキッチン、システムバス、洗面化粧台、家具、住設部材

電子機器・電子金属 半導体、特殊合金

レクリェーション 観光施設・宿泊施設・スキー場及びスポーツ施設の経営

その他 ゴルフ用品、自動車用内装部品、ＦＡ機器、金型・部品
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………………………………………アメリカ、カナダ 

欧州………………………………………………ドイツ、イギリス 

アジア・オセアニア・その他の地域…………シンガポール、オーストラリア 

  

当中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………………………………………アメリカ、カナダ 

欧州………………………………………………ドイツ、イギリス 

アジア・オセアニア・その他の地域…………シンガポール、オーストラリア 

  

日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
オセアニア
・その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
  売上高

169,178 40,492 38,124 18,494 266,290 266,290

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

76,700 758 214 33,259 110,932 △110,932

計 245,879 41,250 38,339 51,754 377,223 △110,932 266,290

営業費用 224,360 39,227 36,047 49,143 348,778 △108,905 239,873

営業利益 21,518 2,023 2,291 2,610 28,444 △2,027 26,416

日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
オセアニア
・その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
  売上高

171,530 39,212 38,894 18,947 268,584 268,584

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

80,113 764 272 33,230 114,380 △114,380

計 251,643 39,977 39,166 52,177 382,965 △114,380 268,584

営業費用 228,368 37,977 36,933 49,381 352,660 △108,276 244,384

営業利益 23,275 1,999 2,232 2,796 30,304 △6,104 24,200
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前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………………………………………アメリカ、カナダ 

欧州………………………………………………ドイツ、イギリス 

アジア・オセアニア・その他の地域…………シンガポール、オーストラリア 

  

日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
オセアニア
・その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
  売上高

336,008 85,483 81,685 36,329 539,506 539,506

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

137,091 1,439 514 58,995 198,041 △198,041

計 473,100 86,922 82,199 95,325 737,548 △198,041 539,506

営業費用 441,685 82,240 77,645 92,103 693,674 △199,224 494,450

営業利益 31,415 4,682 4,554 3,221 43,873 1,183 45,056
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………………………………………アメリカ、カナダ 

欧州………………………………………………ドイツ、イギリス 

アジア・オセアニア・その他の地域…………シンガポール、オーストラリア 

  

当中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………………………………………アメリカ、カナダ 

欧州………………………………………………ドイツ、イギリス 

アジア・オセアニア・その他の地域…………シンガポール、オーストラリア 

  

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………………………………………アメリカ、カナダ 

欧州………………………………………………ドイツ、イギリス 

アジア・オセアニア・その他の地域…………シンガポール、オーストラリア 

  

北米 欧州
アジア・
オセアニア・
その他の地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 41,067 38,989 24,466 104,523

Ⅱ 連結売上高(百万円) 266,290

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

15.4 14.6 9.2 39.2

北米 欧州
アジア・
オセアニア・
その他の地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 40,057 39,369 25,377 104,805

Ⅱ 連結売上高(百万円) 268,584

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

14.9 14.7 9.4 39.0

北米 欧州
アジア・
オセアニア・
その他の地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 86,671 83,473 48,552 218,697

Ⅱ 連結売上高(百万円) 539,506

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

16.1 15.5 9.0 40.5
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 持分法適用会社１社において転換社債を発行しておりますが、当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益は、中間純損失が計上されている為、記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の 

基礎 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

１株当たり純資産額 1,176.57円 １株当たり純資産額 1,230.33円 １株当たり純資産額 1,259.28円

１株当たり中間純利益 127.38円 １株当たり中間純損失 29.66円 １株当たり当期純利益 210.63円

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

117.52円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

－円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

196.01円

項目
前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額 
又は中間純損失金額

 中間(当期)純利益又は 
 中間純損失(△)

26,258百万円 △6,115百万円 43,541百万円

 普通株主に帰属しない金額 ― ― 121百万円

  うち利益処分による役員賞与金 ― ― 121百万円

 普通株式に係る中間(当期)純利益 
 又は中間純損失(△)

26,258百万円 △6,115百万円 43,419百万円

 普通株式の期中平均株式数 206,140千株 206,155千株 206,146千株

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

 中間(当期)純利益調整額 △734百万円 ― △846百万円

  うち社債利息(税額相当額控除後) 136百万円 ― 273百万円

  うち持分法による投資利益 △870百万円 ― △1,120百万円

 普通株式増加数 11,053千株 ― 11,052千株

  うち転換社債 11,053千株 ― 11,052千株

 希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含めなかった潜在株式の
概要

― ― ―
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(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

厚生年金基金の代行部分返上につい

て

当社及び一部の国内連結子会社は、

確定給付企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分について、

平成15年11月１日付で厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受

けました。

当社及び一部の国内連結子会社は

「退職給付会計に関する実務指針

(中間報告)」(日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号)第47―

２項に定める経過措置を適用せず、

厚生年金基金の代行部分過去分返上

認可の日に代行部分に係る退職給付

債務と年金資産の返還相当額との差

額を損益として認識する予定であり

ます。

仮に同実務指針第47―２項に定める

経過措置を適用するとした場合に

は、当期の損益に与える影響見込額

は約152億円(特別利益)と試算して

おりますが、保有する年金資産の時

価の変動や、年金資産の返還額が確

定していないことなどから、実際に

代行部分過去分返上認可の日におい

て認識される損益は異なる金額とな

ります。

厚生年金基金の代行部分返上につい

て

当社及び一部の国内連結子会社は、

確定給付企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分について、

平成16年12月１日付で厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受けまし

た。

当連結会計年度の損益に与える影響

額は19,790百万円(特別利益)の見込

みであります。

―――――
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

   
  

前中間会計期間末

(平成15年９月30日)

当中間会計期間末

(平成16年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 25,861 23,476 4,630

２ 受取手形 7,698 7,696 7,857

３ 売掛金 41,294 39,483 39,926

４ 棚卸資産 25,101 25,252 23,531

５ 繰延税金資産 8,652 10,735 9,847

６ その他 ※５ 2,321 2,627 2,333

７ 貸倒引当金 △1,306 △1,020 △1,489

流動資産合計 109,623 30.8 108,251 33.3 86,637 25.7

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産 ※１

１ 建物 36,054 22,446 35,988

２ 機械及び装置 7,054 7,368 7,079

３ 土地 63,918 51,415 62,575

４ その他 11,024 8,541 11,894

有形固定資産合計 118,051 89,772 117,538

(2) 無形固定資産 110 103 103

(3) 投資その他の資産

１ 投資有価証券 27,486 32,778 36,371

２ 関係会社株式 62,960 55,226 62,124

３ 繰延税金資産 19,313 20,464 15,610

４ その他 19,911 19,374 19,594

５ 貸倒引当金 △1,078 △1,075 △950

投資その他の資産
合計

128,593 126,768 132,750

固定資産合計 246,755 69.2 216,643 66.7 250,392 74.3

資産合計 356,379 100.0 324,895 100.0 337,029 100.0
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前中間会計期間末

(平成15年９月30日)

当中間会計期間末

(平成16年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 806 883 741

２ 買掛金 24,518 28,770 21,337

３ 短期借入金 2,912 1,991 1,790

４ 一年以内償還の転換社債 24,317 ― ―

５ 一年以内返済の長期借入金 ― 17,038 ―

６ 未払費用及び未払金 ※４ 20,745 20,858 27,138

７ 未払法人税等 50 6,584 100

８ 諸引当金 909 1,612 1,102

９ その他 ※５ 2,513 1,716 2,254

流動負債合計 76,772 21.6 79,456 24.4 54,464 16.2

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 17,338 300 17,338

２ 再評価に係る繰延税金負債 10,160 11,848 10,160

３ 退職給付引当金 44,882 40,069 42,596

４ 役員退職慰労引当金 614 648 658

５ 長期預り金 36,309 29,701 30,935

６ その他 959 885 893

固定負債合計 110,264 30.9 83,453 25.7 102,582 30.4

負債合計 187,037 52.5 162,910 50.1 157,046 46.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 28,533 8.0 28,534 8.8 28,534 8.5

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 40,052 40,054 40,054

資本剰余金合計 40,052 11.2 40,054 12.3 40,054 11.9

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 4,159 4,159 4,159

２ 任意積立金 65,422 87,212 65,422

３ 中間(当期)未処分利益又 
は中間未処理損失(△)

23,603 △20,020 27,747

利益剰余金合計 93,185 26.1 71,351 22.0 97,329 28.9

Ⅳ 土地再評価差額金 2,533 0.7 13,824 4.3 3,648 1.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金 5,233 1.5 8,437 2.6 10,622 3.1

Ⅵ 自己株式 △195 △0.0 △218 △0.1 △207 △0.1

資本合計 169,342 47.5 161,984 49.9 179,982 53.4

負債及び資本合計 356,379 100.0 324,895 100.0 337,029 100.0
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② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 179,907 100.0 187,605 100.0 345,354 100.0

Ⅱ 売上原価 127,127 70.7 131,508 70.1 248,139 71.9

売上総利益 52,780 29.3 56,097 29.9 97,214 28.1

延払未実現利益 93 129 241

合計売上総利益 52,874 29.4 56,226 30.0 97,455 28.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 34,107 19.0 34,867 18.6 70,500 20.4

営業利益 18,767 10.4 21,359 11.4 26,954 7.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,536 0.9 1,400 0.7 2,382 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２ 540 0.3 184 0.1 1,218 0.4

経常利益 19,763 11.0 22,574 12.0 28,118 8.1

Ⅵ 特別利益 113 0.0 548 0.3 371 0.1

Ⅶ 特別損失
※3, 

4
758 0.4 33,044 17.6 4,047 1.1

税引前中間(当期)純利益又
は税引前中間純損失(△)

19,118 10.6 △9,921 △5.3 24,443 7.1

法人税、住民税及び事業税 50 6,322 100

法人税等調整額 △220 △170 △0.1 △2,625
3,696

2.0 △1,236 △1,136 △0.3

中間(当期)純利益又は中間
純損失(△)

19,288 10.7 △13,617 △7.3 25,579 7.4

前期繰越利益 4,421 3,774 4,421

土地再評価差額金取崩額 △107 △10,176 △1,221

中間配当額 ― ― 1,031

中間(当期)未処分利益又は
中間未処理損失(△)

23,603 △20,020 27,747
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社及び関連会社株式

総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算定）

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均

法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) 棚卸資産

後入先出法による低価法

(3) 棚卸資産

同左

(3) 棚卸資産

同左

 

２ 固定資産の減価償却の方法

  有形固定資産

定率法によっております。

但し、レクリェーション事業

に係る施設については定額法

によっております。

尚、主な耐用年数は次の通り

であります。

建物 31～50年

(附属設備は主に15年)

構築物 10～30年

機械及び装置 ４～11年

工具器具備品 ５～６年

(金型は主に２年)

２ 固定資産の減価償却の方法

  有形固定資産

定率法によっております。

尚、主な耐用年数は次の通り

であります。

建物     31～50年

(附属設備は主に15年)

構築物    10～30年

機械及び装置 ４～11年

工具器具備品 ５～６年

(金型は主に２年)

(会計処理の変更)

レクリェーション事業に係る

固定資産については、従来、

定額法を採用しておりました

が、昨今のレクリェーション

事業を取り巻く環境変化、レ

ジャーに対する嗜好の多様化

が進む中で、当社のレクリェ

ーション施設の経済的陳腐化

が進んだことに対応して、定

率法に変更いたしました。

この変更により当中間会計期

間の減価償却費は470百万円

増加し、経常利益、税引前中

間純利益はそれぞれ470百万

円減少しております。

２ 固定資産の減価償却の方法

  有形固定資産

定率法によっております。

但し、レクリェーション事業

に係る施設については定額法

によっております。

尚、主な耐用年数は次の通り

であります。

建物     31～50年

(附属設備は主に15年)

構築物    10～30年

機械及び装置 ４～11年

工具器具備品 ５～６年

(金型は主に２年)
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前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

営業債権等を適正に評価する

為、一般債権については貸倒

実績率による算定額を、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金 

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) アフターサービス費引当金

ピアノの調律及び調整費用に

充てる為、当中間期以前に販

売された台数に基づき今後の

発生見込額を計上しておりま

す。

 (2) アフターサービス費引当金

同左

 (2) アフターサービス費引当金

ピアノの調律及び調整費用に

充てる為、当期以前に販売さ

れた台数に基づき今後の発生

見込額を計上しております。

 (3) 製品保証引当金

製品販売後に発生する補修費

用に備える為、売上高もしく

は販売台数に対して経験率に

より、または個別見積により

計上しております。

 (3) 製品保証引当金

同左

 (3) 製品保証引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

為、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において

発生していると認められる額

を計上しております。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異について

は、各期の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌期から費用処理して

おります。

 (4) 退職給付引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

為、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異について

は、各期の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理してお

ります。

(追加情報) (追加情報)

当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成15

年11月１日付で厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認

可を受けました。

当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成15

年11月１日付で厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認

可を受けました。

なお、重要な後発事象に記載

のとおり、平成16年12月1日

付で厚生労働大臣から過去分

返上の認可を受けました。

当期末日現在において測定さ

れた返還相当額(最低責任準

備金)は20,066百万円であ

り、当該返還相当額(最低責

任準備金)の支払が当期末日

に行なわれたと仮定して、
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前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

「退職給付会計に関する実務

指針(中間報告)」(日本公認

会計士協会会計制度委員会報

告第13号)第44―２項を適用

した場合に生じる損益の見込

額は15,455百万円(利益)で

す。

 (5) 役員退職慰労引当金

役員退職時の慰労金発生に備

えて、役員退職慰労金内規に

基づき、中間期末要支給額を

計上しております。

 (5) 役員退職慰労引当金

同左

 (5) 役員退職慰労引当金

役員退職時の慰労金発生に備

えて、役員退職慰労金内規に

基づき、期末要支給額を計上

しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

外貨建金銭債権債務のうち、

為替予約を付すものについて

は振当処理を行っておりま

す。また、外貨建の予定取引

の為替リスクのヘッジについ

ては繰延ヘッジ処理を行って

おります。

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

先物為替予約、外貨プット

円コールオプション買建

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務及び外

貨建の予定取引

ヘッジ対象

同左

ヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジ方針

社内管理規程に従い、通常の

輸出入取引に伴う為替相場の

変動によるリスクを軽減する

為に、先物為替予約取引及

び、通貨オプション取引につ

いて、実需の範囲内で行うこ

ととしております。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左
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前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象のキ

ャッシュ・フローの固定化・

変動の回避との相関関係が継

続的に存在することが明らか

であることから、ヘッジ会計

適用の為のヘッジの有効性の

評価は不要の為、行っており

ません。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更 

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

この変更に伴い、減損損失32,549百

万円を計上し、減価償却費は当該変

更前に比して519百万円減少してお

ります。この結果、経常利益が519

百万円増加し、税引前中間純利益が

32,029百万円減少しております。

また、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

―――――

前中間会計期間末
(平成15年９月30日)

当中間会計期間末
(平成16年９月30日)

前事業年度末
(平成16年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は121,148百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は131,476百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は121,428百万円でありま

す。

 ２ 保証債務は次の通りでありま

す。

    金融機関からの借入

 ２ 保証債務は次の通りでありま

す。

    金融機関からの借入

 ２ 保証債務は次の通りでありま

す。

    金融機関からの借入

 

㈱キロロ

開発公社
880百万円

その他 30百万円

 

浜松ケーブ

ルテレビ㈱
220百万円

(実質的に保証している
金額は13百万円です)

その他 31百万円

㈱キロロ

開発公社
410百万円

浜松ケーブ
ルテレビ㈱

220百万円

(実質的に保証している
金額は13百万円です)

その他 34百万円

 ３ 輸出受取手形割引高は5,154

百万円であります。

 ３ 輸出受取手形割引高は4,367

百万円であります。

 ３ 輸出受取手形割引高は4,434

百万円であります。

※４ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払費用及

び未払金に含めて表示してお

ります。

※４ 消費税等の取扱い

同左

※４    ―――――

※５ 繰延ヘッジ利益の内訳は次の

通りであります。

※５ 繰延ヘッジ損失の内訳は次の

通りであります。

※５ 繰延ヘッジ利益の内訳は次の

通りであります。

 

繰延ヘッジ利益 597百万円

繰延ヘッジ損失 －百万円

繰延ヘッジ利益
(純額)

597百万円

 

繰延ヘッジ損失 333百万円

繰延ヘッジ利益 6百万円

繰延ヘッジ損失
(純額)

327百万円

繰延ヘッジ利益 811百万円

繰延ヘッジ損失 1百万円

繰延ヘッジ利益
(純額)

810百万円
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(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

※１ 営業外収益の主なものは次の

通りであります。

※１ 営業外収益の主なものは次の

通りであります。

※１ 営業外収益の主なものは次の

通りであります。

 

受取利息 22百万円

受取配当金 1,213百万円
 

受取利息 15百万円

受取配当金 907百万円

受取利息 41百万円

受取配当金 1,585百万円

※２ 営業外費用の主なものは次の

通りであります。

支払利息 119百万円

社債利息 231百万円

※２ 営業外費用の主なものは次の

通りであります。

支払利息 94百万円

※２ 営業外費用の主なものは次の

通りであります。

支払利息 212百万円

社債利息 461百万円

※３    ――――― ※３ 特別損失の主なものは次の通

りであります。

※３ 特別損失の主なものは次の通

りであります。

減損損失   32,549百万円 固定資産除却
損

2,058百万円

子会社株式評
価損

1,192百万円

※４    ――――― ※４ 減損損失

(減損損失を認識した資産グループ

の概要)
(単位：百万円)

用途・場所
減損損失

種類 金額

レクリェーション 
事業資産 
「キロロ」「つま恋」
「鳥羽国際ホテル」
「合歓の郷」の４施設
北海道余市郡赤井川村
他

建物及び

構築物
22,321

土地 9,666

計 31,988

遊休不動産 
静岡県浜松市他

建物及び

構築物
39

土地 521

計 560

合計

建物及び
構築物

22,360

土地 10,188

計 32,549

※４    ―――――

(資産のグルーピングの方法)

当社は、事業の区分をもと

に、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の

単位にて資産のグルーピング

を行っております。

(減損損失の認識に至った経緯)

レクリェーション事業のう

ち、営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスの施設の

資産について減損損失を認識

しました。遊休不動産は、継

続的に地価が下落している資

産について減損損失を認識し

ました。
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前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

(回収可能価額の算定方法)

レクリェーション事業の回収

可能価額は、使用価値により

測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを9.4％で割り引

いて算定しております。遊休

不動産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定してお

り、価格指標は固定資産税評

価額を使用しております。

 ５ 減価償却実施額は次の通りで

あります。

 ５ 減価償却実施額は次の通りで

あります。

 ５ 減価償却実施額は次の通りで

あります。

有形固定資産 3,398百万円 有形固定資産 3,536百万円 有形固定資産 6,691百万円
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(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

 

工具器具
備品

その他 合計

取得価額
相当額
(百万円)

2,067 108 2,175

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

1,118 54 1,173

中間期末
残高
相当額
(百万円)

948 53 1,002

 

工具器具
備品

その他 合計

取得価額
相当額
(百万円)

2,055 95 2,150

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

1,119 52 1,172

中間期末
残高
相当額
(百万円)

936 42 978

 

工具器具
備品

その他 合計

取得価額
相当額
(百万円)

2,136 94 2,231

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

1,121 53 1,174

期末残高
相当額
(百万円)

1,015 41 1,056

   尚、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期

末残高の割合が低い為、「支

払利子込み法」により算定し

ております。

   尚、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期

末残高の割合が低い為、「支

払利子込み法」により算定し

ております。

   尚、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の

割合が低い為、「支払利子込

み法」により算定しておりま

す。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 517百万円

１年超 484百万円

合計 1,002百万円

   尚、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未

経過リース料中間期末残高の

割合が低い為、「支払利子込

み法」により算定しておりま

す。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 501百万円

１年超 477百万円

合計 978百万円

   尚、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未

経過リース料中間期末残高の

割合が低い為、「支払利子込

み法」により算定しておりま

す。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 540百万円

１年超 516百万円

合計 1,056百万円

   尚、未経過リース料期末残高

相当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リー

ス料期末残高の割合が低い

為、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

 支払リース料 301百万円

 減価償却費
 相当額

301百万円

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

 支払リース料 326百万円

 減価償却費
 相当額

326百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

 支払リース料 614百万円

減価償却費
相当額

614百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

１年以内 76百万円

１年超 17百万円

合計 93百万円

２ オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

１年以内 38百万円

１年超 23百万円

合計 62百万円

２ オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

１年以内 64百万円

１年超 31百万円

合計 96百万円

─ 56 ─



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成15年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

前事業年度末(平成16年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 11,418 76,615 65,197

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 11,418 107,610 96,191

貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 11,418 92,209 80,791
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(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成している為、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

平成16年11月２日の中間決算取締役会において、平成16年９月30日現在の株主名簿(実質株主名簿を

含む)に記載された株主に対し、第181期中間配当金として１株につき7.5円(総額1,547,559,113円)を支

払うことを決議しました。 

  

前中間会計期間
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

厚生年金基金の代行部分返上につい

て

当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成15年11月１日付で厚生

労働大臣から将来分支給義務免除の

認可を受けました。

当社は「退職給付会計に関する実務

指針(中間報告)」(日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第13号)第

47―２項に定める経過措置を適用せ

ず、厚生年金基金の代行部分過去分

返上認可の日に代行部分に係る退職

給付債務と年金資産の返還相当額と

の差額を損益として認識する予定で

あります。

仮に同実務指針第47―２項に定める

経過措置を適用するとした場合に

は、当期の損益に与える影響見込額

は約129億円(特別利益)と試算して

おりますが、保有する年金資産の時

価の変動や、年金資産の返還額が確

定していないことなどから、実際に

代行部分過去分返上認可の日におい

て認識される損益は異なる金額とな

ります。

厚生年金基金の代行部分返上につい

て

当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成16年12月１日付で厚生

労働大臣から過去分返上の認可を受

けました。

当事業年度の損益に与える影響額は

16,747百万円(特別利益)の見込みで

あります。

―――――
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

  

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第180期)

自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

平成16年６月28日
関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令 

第19条第２項第３号（特定子会社の 

異動）の規定に基づくもの

平成16年７月１日
関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令 

第19条第２項第12号及び第19号（財 

政状態及び経営成績に著しい影響を 

与える事象）の規定に基づくもの

平成16年12月６日
関東財務局長に提出。

(3) 自己株券買付状況
報告書

報告期間 自 平成16年３月１日
至 平成16年３月31日

平成16年４月５日
関東財務局長に提出。

報告期間 自 平成16年４月１日
至 平成16年４月30日

平成16年５月10日
関東財務局長に提出。

報告期間 自 平成16年５月１日
至 平成16年５月31日

平成16年６月１日
関東財務局長に提出。

報告期間 自 平成16年６月１日
至 平成16年６月25日

平成16年７月１日
関東財務局長に提出。
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成15年12月16日

ヤマハ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているヤマハ株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ヤマハ株式会社及び連結子会社の平成15年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、

平成15年11月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けている。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

   
  

新日本監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士   木   下   邦   彦   ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士   河   西   秀   治   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成16年12月16日

ヤマハ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているヤマハ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ヤマハ株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１.会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から、固定資産の減損に係る会計基準を適用 

  しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２.重要な後発事象に記載のとおり、会社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分につ 

  いて、平成16年12月１日付で厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   木   下   邦   彦   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   河   西   秀   治   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成15年12月16日

ヤマハ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているヤマハ株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第180期事業年度の中間会計期間(平

成15年４月１日から平成15年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ヤマハ株式会社の平成15年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成15年11月１日に厚生労

働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けている。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

   
  

新日本監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士   木   下   邦   彦   ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士   河   西   秀   治   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成16年12月16日

ヤマハ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているヤマハ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第181期事業年度の中間会計期間(平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ヤマハ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

１.会計処理の変更に記載のとおり、当中間会計期間から、固定資産の減損に係る会計基準を適用して 

  いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２.重要な後発事象に記載のとおり、会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16年12月１日付 

  で厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   木   下   邦   彦   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   河   西   秀   治   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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